
埼玉県における初期の戦後開拓(1945-1955年)と
旧軍用地

1.は じめに

地理学における戦後開拓研究の系譜の中

で､平野部 ･都市近郊に立地する戦後開拓地

における高度成長期以降の変容に関する問題

は､重要な主題として取り上げられてきた｡

その際､一般に戦後開拓地は､既存の農地に

比べると､都市的土地利用-の転用に対する

抵抗力が弱いという特徴がしばしば指摘され

ている｡特に､戦後開拓地独特の大型圃場の

集中所有､整然とした区画形態､空間的に限

定された所有関係といった､土地所有形態お

よび地割にみられる特徴は､大規模な用地を

必要とする事業主にとって､一括取得を容易

にするものであった(宮木､1964;新井､1971;

李､1989)｡そのため､多くの戦後開拓地が､

高度成長期以降､工業団地 ･住宅団地やその

他の公的土地利用-転用されている1｡ 一方

で､同様な立地条件にありながら､農業地域

の核として発展し､既存農家を凌ぐ実績をあ

げている戦後開拓地も存在する(松井､1980;

菊地､1993)0

しかし､このような戦後開拓地における営

農形態や土地利用の変容･分化が生じた原因

についてはこれまで十分に論じられていな

い｡というのも､地理学における戦後開拓研

究は､数の上では圧倒的に個別事例研究が多

く､また仮に広域スケールの分析であって

も､分化が始まる前段階である初期の戦後開

拓地を等質的に扱う傾向があり､内生的要因

まで踏み込んだ分析には至らなかったからで

ある｡また､こうした変化の要因として､開

拓農家の土地所有規模やその集団性､入植者

の属性や近隣既存農村との関係などがこれま

でに断片的に示唆されてきたものの､いずれ

も個別事例的･定性的な言及にとどまってい
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る｡

そこで､本研究では､1945年から1955年

までの終戦後の10年間を対象として､特に旧

軍用地の開拓地-の転用が果たした役割に着

目しながら､戦後開拓事業の展開過程を歴史

的視点を重視しつつ考察する｡その目的は､

第一に歴史的事実としての戦後開拓事業の初

期の展開過程を理解するために､行政資料を

はじめとする各種資料から得られる知見を整

理することにある｡緊急開拓期を含むこの10

年間は､事業の立ち上がりの混乱期で資料的

な制約が大きく､都道府県レベルでの事業の

実態はこれまであまり明らかにされていな

かった｡特に､旧軍施設の跡地を利用した開

拓は､緊急開拓前期特有の､開拓農政が軌道

に乗るまでの応急処置としての側面が強調さ

れるにとどまることが多かった｡しかし､迅

速に提供できる国有地としての旧軍用地にお

ける､開拓事業の立ち上がりの早さは､終戦

直後の緊急の社会政策､食糧増産政策に応え

る重要な役割を果たし､量的にも質的にも他

の一般開拓地との間に何らかの差異を形成し

た可能性は大きい｡開拓地の多様な実態の把

握により､その点の実態認識を補 う必要があ

る｡

第二の目的は､高度成長期以降の戦後開拓

地の変容に関わる議論をより厳密に行うため

の基盤を整えることである｡前述のような開

拓地の発展や衰退にかかわる問題を検証する

ためには､その前段階において戦後開拓地が

備えもっていた農地および農村集落の特性を

明らかにする必要がある｡こうした歴史的視

点の導入は､従来の戦後開拓研究の蓄積の中

で分析しきれていなかったいくつかの重要な

項目の解明に対して､新しい切 り口を呈示す
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ると思われる｡特に､今まで断片的に言及さ

れるにとどまっていた､旧地籍 (戦後開拓地

に供された土地が戦前において民有地､旧軍

用地､またはその他の国有地のいずれであっ

たか)に表れる土地の歴史性､言い替えれば

所有形態や土地利用における土地の｢履歴｣､

およびそれに起因する戦後開拓事業の進捗状

態や入植者の属性の差異等は､開拓の実態や

存続そのものに影響を及ぼす要因と考えら

れ､より包括的な分析を必要としている｡し

たがって､旧地籍が異なる開拓地の間にい か

なる初期条件の差があったかをまず明らかに

する必要がある｡こうした分析視角は､高度

成長期以降における戦後開拓地の変容に関す

る考察- とつながる基盤 として不可欠であ

り､さらに戦後開拓地研究の枠を越えて､大

規模公的土地利用の研究の視点とも接合す

る｡松山 (1997)は､旧軍用地という特殊公

共施設跡地の第2次世界大戦後の土地利用変

化において､戦後開拓地としての農地利用が

非常に大きな比重を占めていること､また高

度成長期にそれらが工業団地等-再転用され

る頻度が高く､公的資金の投下が集中しやす

い傾向があることを示唆した｡この指摘は､

今後旧軍用地ではない戦後開拓地や既耕地と

の間の比較分析を通してさらに検証される必

要がある｡すなわちここに､戦後開拓研究と

大規模公的土地利用研究という2つの考察軸

の接点に位置する研究課題が見出されるので

あり､本研究で戦後開拓地の旧地籍に特に着

目するもう一つの意義が存在している｡

考察対象としては､東京都に隣接し､戦後

にかなりの量の旧軍用地が農地に転用された

埼玉県を研究事例としてとりあげる｡本研究

では､旧地籍による差異を明確にすることが

目的の一つであるから､旧軍用地を含む国有

地由来の戦後開拓地の比率が､民有地由来の

それとほぼ括抗し､その他の要因は出来る限

り等質的な地域が望ましい｡戦後開拓史編纂

委員会 (1967)によれば､埼玉県の1964年度

末における開拓用地総売渡面積の内訳は､民

有地54.3%､旧軍用地44.4%､その他の国有

お茶の水地理 第39号 1998年

地1.3%となっており､戦後開拓地の中で旧

軍用地の占める比率は､神奈川県､千葉県､静

岡県に次いで全国で4位の高い値を示し､考

察対象として適当であるZ｡さらに､埼玉県

の戦後開拓地は自然条件の差が小さいこと､

また埼玉県の旧軍用地は､旧陸軍飛行場や工

廠等の大規模な施設が多く､開拓地-の転用

に際しては広大な平坦地という条件が大体に

おいて共通するという点も､考察に際して好

都合である｡

2.埼玉県における戦後開拓事業

の展開 と旧軍用地

1.埼玉県における1945-1955年の開拓行政

戦後の農地開拓事業は､終戦直後に食糧増

産と人口収容力の増大を目的に緊急事業とし

て始まり､その後農地改革の一環として強力

に推進された｡1945年の終戦と同時に､政府

は食糧事情の改善と､復員軍人 ･離職した軍

需産業労働者 ･海外からの引揚者 ･戦災者等

といった失業人口の救済を目的として､開拓

事業に着手した｡1945年11月9日の閣議決定

｢緊急開拓事業実施要領｣によって､全国で

155万町歩の開拓が計画され､開拓目標が各

都道府県に割り当てられた｡これを受けて､

埼玉県においては1946年から1950年の5カ

年計画として､5,625町歩 (うち国有地2,406

町歩､民有地3,219町歩)の開拓地の造成と､

入植戸数1,398戸､増反戸数14,431戸､5年

後に米換算合計135,655石の生産を目標に掲

げた｡開拓業務は農政課が担当課となって対

応したほか､特に未墾地解放の推進のために

1945年 12月に埼玉県緊急開拓委員会が設置

された｡さらに､1946年 11月には農地部が

新設され､開拓業務は開拓課が担当すること

になった｡

1946年に ｢自作農創設特別措置法｣(1946

年10月21日法律第43号)が制定され､戦後

開拓事業は農地改革の一環として位置づけら

れるに至った｡これに基づいて､開拓用地の

取得 (民有地の買収､国有地の所管換)､開拓

者-の売渡が始まった｡
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1948年8月に､政府は ｢緊急開拓事業実施

要領｣を ｢開拓事業実施要領｣に改め､失業

者救済よりも農業的土地利用の増進と安定し

た自作農創出に政策の重点をシフトさせた｡

埼玉県においても計画が見直され､入植戸数

と増反戸数は据え置きで､事業期間が1949年

から1953年までに延長された｡

また､埼玉県においては県内入植のみなら

ず､北海道､栃木県､大分県､福島県など他

県-の県外入植も実施され､1946年度から

1955年度までに､総計415戸が県外入植した3｡

このことは埼玉県内の開拓用地の供給が逼迫

していた状況を裏付けている｡

終戦からほぼ10年間は､開拓地面積や開

拓者数も伸びを見せ､政府の戦後開拓行政は

前向きに推進されていった｡そうした中で､

都道府県は開拓適地の選定､開拓者の選定､

開拓用地の取得･売渡､営農指導に至るまで､

幅広い業務を通して戦後開拓事業の実務を

担ってきた｡埼玉県においては､1945年度か

ら1954年度の10年間で､埼玉県内の戦後開

拓地入植戸数は1,767戸､うち離脱戸数445

戸､増反面積12,163反に達した (埼玉県開拓

協会､1955)0

2.旧地籍からみた埼玉県の戦後開拓事業の

展開

埼玉県編 『開拓営農実績調査表』各年度版

(1950-1968年度)､埼玉県開拓協会 (1955)

掲載の諸統計表と､開拓主管課の作成による

行政資料等を収録した『湯本家文書』(埼玉県

立文書館保管､湯本聡一郎氏寄託)4に基づ

き､1945-1955年の埼玉県における戦後開

拓事業の展開を､土地の供給や入植状況に関

して考察する｡その際､区別のために戦前の

軍用地に由来する開拓地を｢旧軍用地開拓｣､

民有地に由来するものを ｢民有地開拓｣と略

称する5｡

1)開拓地の供給

戦後開拓事業の最初期において､開拓の基

盤となる土地がどのように供給されたかにつ
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いて考察する｡制度的には､開拓用地は国に

よって取得 (民有未墾地の買収､国有地の所

管換･所属換)され､開拓財産として農林省

の管轄下に入ったのち､各開拓者に売り渡さ

れるというプロセスをふむ6｡このうち､埼

玉県内の民有未墾地は､需給の観点からみれ

ば､東京に隣接する位置的条件からすでに耕

地率が高かったということもあり､量的に不

十分であった｡そうした中で､埼玉県に戦前

から多く立地した旧軍用地が開拓用地として

果たした役割は大きいといえる｡埼玉県下の

旧軍施設で特徴的なものは飛行場と工廠で､

地形的な利点および戦時中の首都防衛との関

連から､桶川､熊谷､越谷､児玉､坂戸､狭

山､高萩､所沢､豊岡､松山に陸軍飛行場が

計10ヶ所あり､他に大規模な工廠として､東

京第二陸軍造兵廠深谷製造所の工場 (明戸､

櫛引､深谷､幡羅)等があった｡こうした旧

軍用地は､米軍に接収された一部の旧軍施設

(所沢飛行場､豊岡飛行場､朝霞の陸軍予科士

官学校のそれぞれ大部分､熊谷飛行場の一部

等)を除き､戦後開拓事業の初期において､膨

大な開拓用地を迅速に提供した｡

図1は､戦後開拓史編纂委員会 (1967)所

収の統計に基づき､国有地の所管換および民

L800.1600140012001000800600400 氏の用2000 ∴そ旧軍

有地
他の国有地
地

年度

図1埼玉県における未開墾地取得実績
戦後開拓史編集委員会(1967)により作成



有地の買収による埼玉県内での開拓財産の取

得実績の推移を示したものである｡まず､

1953年度までに取得された国有地をみると､

その90.8%が旧軍用地であり､その取得年は

1947年度が最も多く､同年ですでに旧軍用地

の取得面積全体の80.4%を占めている｡ま

た､『湯本家文書』中の行政資料 ｢固有未墾地

(旧軍用地)管理換完了地区一覧表｣によれ

ば､1947年12月31日現在､13地区の旧軍用

地 (うち9地区が旧陸軍の飛行場跡地､4地区

が工廠関係施設の跡地)の計1,801町歩が｢管

理換｣を完了させたとの記録がある｡

埼玉県内において､1952年までの間に大蔵

省から農林省-所管換えされた旧軍用地を､

旧用途別に整理した表1によれば､旧用途は

やはり飛行場跡地と工廠関係施設の跡地が多

数を占めている｡所管換期日は飛行場跡地の

ほうが全般的にやや早くなっている｡所管換

面積も､東京第二造兵廠深谷製造所櫛挽工場

お茶の水地理 第39号 1998年

(約313町)を例外として､飛行場跡地のほう

が大きく､100町を越すものが多い7｡

一方､民有地の買収に関しては､農地委員

会による未墾地買収計画の承認後､県知事が

買収令書を所有者に交付し､買収を行うとい

う手続きをふむ｡省庁間で管理権が移るのみ

の国有地所管換と異なり､土地が開拓財産と

なるまでの過程は複雑である｡図1によると､

民有地の買収は ｢自作農創設特別措置法｣が

施行された翌年の1947年度に買収が開始さ

れているが､一部の地主の買収反対運動等に

より､進捗過程でかなりの困難に直面した8｡

開拓地取得事業は 1953年までに終了し､

5,322町歩 (うち国有地2,362町歩､民有地

2,960町歩)が取得された｡1947年の ｢開拓

事業実施要領｣に掲げられた目標に対する達

成率は､国有地123.9%､民有地80.2%であ

る｡

このようにして取得された開拓財産は､

表1埼玉県における旧軍用地の所管換と開墾進捗状況

所在那 所管換期日1)

比企郡 1948.3
南埼玉郡 1948.3
入間郡 1948.311950.10
大里郡 1948.3-1951.4

児玉郡 1948.3-1952.3
入間郡 1948.4
入間郡 1948.411950.11
入間郡 1948.4-1951.10
北足立郡 1948.7
入間郡 1950.5-1952.10

入植開始 1947年度的垂
年度4) 進捗状況(%)6)
1945 100
1945 98
1945 1m)
1945 100

45
45
45
45
45
45
45
45

鵜

鵡

9
9
9
9
9
9
9
9

9

9

1
1
1
1
1
1
1
1

1

1

00
00
00
00
00
0082
鉱

鵜

8

1
1
1
1
1
1

所管換面横 組合名3)

(町)2) _
189.1214 松山
191.0319 新和
263.7513 新狭山
200.0834 陵威ケ原 ･

藤沢陵威ケ原

203.5609 児玉
223.7920 富士見
205.1426 旭ヶ丘 ･高萩
98.0917 所沢
22.53(姫 (増反地)

71.7839 入間川
44.3824 篭原
68.1155 (増反地)

313.2283 櫛挽

18.9231 (増反地)

61.0833 鉢形

3,1023
1.1711

17,4901 福原大井 1946 20
3.3408

旧軍施設名

飛行場 松山陸軍飛行場

越谷陸軍飛行場

狭山陸軍飛行場

熊谷陸軍飛行場

児玉陸軍飛行場

坂戸陸軍飛行場

高萩陸軍飛行場

所沢陸軍飛行場

桶川陸軍飛行場

豊岡陸軍飛行場

工廠関係 東京第二造兵廠深谷製造所 大里郡 1948.3-1951.9
東京第二造兵廠深谷製造所 大里郡 1948.3･1952.6
明戸工場

東京第二造兵廠深谷製造所 大里郡 1948.3-1952.10
櫛挽工場

東京第二造兵廠深谷製造所 大里郡 1949.4-1952.10
幡羅工場

立川陸軍航空補給廠 大里郡 1948.3-1952.3
寄居出張所

中島飛行機機械課工具工場 大里郡 1950.3
立川陸軍航空廠狭山派遣隊 入間郡 1950.5
協心寮

通信施設 東京航空無線大井受信所 入間郡 1949.2
海軍気象観測所大和田通信隊 北足立郡 1952.5

1),2)は大蔵省から農林省への所管換期日および面積で.埼玉県開拓協会 (1955)による.
3)は 『開拓地営農実績調査表』1955年度版の組合名称による.
4).5)は 『湯本家文書』中の行政資料 (埼玉県農地部開拓課 ｢国有未墾地の開墾進捗状況｣ ｢埼玉県開拓地入植状況調査｣)による
なお,5)は1947年時点での開墾計画面積に対する進捗状況である.
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個々の開拓者に売り渡され､この段階で自作

農創設の最低限の目的は達成されたことにな

る｡この売渡実績の推移は図2のとおりであ

る｡旧軍用地の売渡のピークは売渡初年度の

1948年度であり､所管換によって取得された

旧軍用地由来の開拓財産の大半が､同年に比

較的すみやかに開拓者に売り渡された状況を

示している｡一方の民有地由来の開拓財産の

売渡は1949年度に始まり､翌1950年にピー
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図2埼玉県における開拓財産の売渡実績

埼玉県開拓協会(1955)により作成(旧軍用地
はその他の国有地も含む)

クを迎えた｡

埼玉県内における開拓地の分布は､以上の

ようにして供給された開拓用地の賦存状態に

規定されている｡1955年における埼玉県内の

開拓地の分布 (図3)を見ると､入間郡､比

企郡､大里郡､児玉郡といった県の中部､地

形的には武蔵野台地､入間台地､櫛引台地と

いった洪積台地上に最も集中し､山間部が大

部分を占める県西部や､水田開発が古くから

進んでいた県東部には少ない｡旧軍用地由来

の開拓地も同地域に多く､それらはいずれも

面積規模が大きい｡この事実から､面積的に

は戦前の旧軍用地の分布が､戦後開拓地の分

布にあきらかに影響したとみることができ

る｡ただ､戦前の旧軍用地の取得と､戦後開

拓における民有地取得には､その立地選好に

大きな共通性があるのも事実で､結果として

面積規模にかかわりなく､両者ともに入間

郡､比企郡､大里郡､児玉郡といった県の中

部地域における､さらに相対的に地力の低い

土地に集中をみせている9｡

この点に関して､開拓の進捗と密接なかか

わりをもつ要因の一つである土壌条件をみる

と､旧軍用飛行場はいずれも人工擾乱土壌で

あり､民有地開拓に関しても一般に地力が低

いことが指摘されている (埼玉県開拓協会､

1955)｡ただ､旧軍用地開拓の場合､旧軍施

図31995年度における埼玉県の開拓地分布(耕地面積)
『開拓地営農実績調査表』1995年度版により作成
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設として戦前に最低限の基盤整備が行われて

いた点に関しては､本来の耕境外を開墾する

ことの多い民有地開拓に比べて､ある程度有

利に働いたと考えられる10｡

2)入植 ･開墾の進捗状況

終戦直後は､大量の失業者群の発生と深刻

な食糧不足を背景に､旧軍用地等の開墾可能

地を中心として､事実上の耕作が開拓事業計

画の整備に先立って各地で進行していた 11｡

このような混乱期の開拓の実態を把握するこ

とは､資料｣二の制約もあり非常に困難である12｡

しかし､こうした特殊事情下の開拓が､その

後の戦後開拓事業の展開過程に何らかの影響

を与えた可能性は排除できないため､『湯本

家文書』を中心とした現存する埼玉県の戦後

開拓に関する行政資料と､埼玉県 『開拓地営

農実績調査表』から､入植と開墾に関する情

報を中心に､当時の状況を考察する｡

まず初めに､終戦直後にどれくらいの入植

者が､埼玉県内のどこに入植したか､という

最も基本的でありながら正確な把握が困難な

問題を取り上げる｡

埼玉県開拓協会 (1955)によれば､終戦か

ら1954年度に至るまでの､埼玉県における開

拓地の年度別入植 ･離脱戸数の推移は図4の

とおりである｡1954年度の現在入植戸数は

1,322戸で､この10年間でほぼ倍増したこと

になっているが､特に1945年度から1947年

度にかけての伸びが大きい｡

また､同資料によると､終戦直後の1945年

度における埼玉県内の入植戸数は725戸とさ

れている｡しかし､その入植先の内訳や入植

者の属性は明らかでない｡前者の手がかりと

なるものの一つとして､『開拓地営農実績調

査表』に開拓組合ごとの ｢入植現在戸数の年

度別内訳｣の項目がある｡これには組合ごと

に ｢軍用集団｣｢民有集団｣｢民有小団｣等の
｢団地｣の種類が記載されているので､旧地籍

との対照も容易である｡しかし､戸数はあく

まで当該年度の現在入植農家が何年度に入植

したかを示すものであり､すでに離農した農

■』l入植戸数□離脱戸数+入植現在戸数

図4埼玉県における戦後開拓地の入植 ･
離脱戸数

埼玉県開拓協会(1955)により作成

家は計上されていない13｡したがって､1951

年度以前の各年度の組合別現在入植戸数は､

このデータからは導けない｡また､埼玉県開

拓協会 (1955)には､開拓組合ごとの ｢年度

別入植現在戸数｣のデータがあり､1951年以

前の戸数についても遡及して記載があるが､

各年度の総計は同文献による入植現在戸数

(図4) とは一致していない 14｡

このように､現存する公的統計からでは､

終戦直後の開拓者がどこに配置され､開墾が

どう展開したかを､旧地籍と関連づけて論じ

ることは難しい｡そこで､『湯本家文書』中の

行政資料｢埼玉県開拓地入植状況調査｣(埼玉

県農地部開拓課)に基づいて､1945年から

1947年度の入植状況を考察する｡同資料に

は､1945年度に開拓が開始された集団地 (約

10町以上)として15地区に ｢純粋入植｣706

戸､同じく1946年度3地区168戸､1947年度

3地区106戸の､計21地区980戸の記録があ

る (表2)が､これらは1947年度開始の1地

区を除き､全て旧軍用地開拓である｡その入

植開始年を旧軍施設用途と対照させると､飛

行場跡地はすべて1945年度に入植が開始さ

れ､1946年度入植開始地区が多い工廠関係施

設跡地に一歩先んじている (表1)｡一方､小

団地 (約 10町以下)に関しては1946年度に
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5地区35戸､1947年度に3地区20戸の記録

があ り､こちらはいずれ も民有地開拓であ

る｡このことから､同資料によれば､1945年

度から1947年度の開拓の進捗は､面積 も入植

戸数も圧倒的に旧軍用地開拓に負 うことにな

る｡また､同資料には1945年度には民有地開

拓の記録はない｡当時の情勢に鑑みると､民

有地開拓の端緒も1945年度には実際すでに

開かれていたと考えるのが妥当である 15が､

いずれにしても､その戸数や規模は旧軍用地

開拓に比べ微々たるものであった｡したがっ

て､埼玉県開拓協会 (1955)による入植戸数

725戸 (1945年度)を信頼 した場合､そこか

ら若干の民有地開拓入植戸数を差 し引いた数

として､｢埼玉県開拓地入植状況調査｣の1945

年度に軍用地開拓に706戸とい う数字はほぼ

整合する｡すなわち､1945年度には当該年度

入植戸数の大部分を占める700戸前後の入植

者世帯が､県内の15ヶ所ほどの旧軍用地に殺

到する状況であったと考えられる｡その分布

は図5のとお りであり､県中部の台地に位置

する旧軍用地開拓 (多 くは旧陸軍飛行場跡

表2団地規模 ･旧地籍別面積および入植状況(1945-1947年度)

団地数 入植戸数 面積 1戸当たり面積 1団地当たり面積

- _ (町) .___(町) (町)
15 706 819 1.16 54.59

3 168 235 1.40 78.47

2 73 92.3 1.26 46.15

1 33 49.5 1.50 49.50

5 35 50.0 1.42 10.00

3 20 56.6 2.83 18.87

集団地 1945年度

1946年度

1947年度
//

小団地 1946年度

1947年度

旧軍用地開拓

旧軍用地開拓

旧軍用地開拓

民有地開拓

民有地開拓

民有地開拓

『湯本家文書』中の行政資料 (埼玉県農地部開拓課 ｢埼玉県開拓地入植状況調査｣)により作成.

1945年度入植地区 (旧軍用地開拓)

1946年度入植地区 (旧甲用地開拓)

1947年度入植地区 (旧軍用地開拓)

1947年度入植地区 (民有地開拓)

郡境

図5 埼玉県における戦後開拓地入植者分布(1945-1949年度)

『湯本家文書』中の行政資料(埼玉県農地部開拓課 ｢埼玉県開拓地入植状況調査｣)により作成
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地)を中心とした地区に､特に1945年度に多

くの入植者が集中している状況がみてとれ

る｡

なお､これらの入植者の属性も旧地籍との

関連上重要性を持つ要因であるが､終戦直後

に関して県レベルで網羅した資料は､これま

でのところ現存しているかどうかも不明であ

る｡ただ､個々の開拓地に関する開拓史や市

町村史における記述によると､初期に解放さ

れた旧軍用地-の入植者は､終戦直後の政策

を反映して､現地除隊軍人･軍属､復員者､引

揚者､戦災者､さらには地元の二 ･三男や増

反希望者等､複数の属性を持つ入植者がそれ

ぞれ小集団を作って混在しつつ､開墾を始め

たところが一般的である16｡

次に､開拓の進捗状況についてみる｡表 1

によって､埼玉県内において大蔵省から農林

省-所管換えされた旧軍用地を､旧用途別に

開拓状況と対照させてみると､ここでも飛行

場跡地の方が､1地区あたりの面積規模がか

なり大きいにもかかわらず､開拓の立ち上が

りがより早いことが､1947年における開拓進

捗状況の項から指摘できる｡このことは､上

物の少ない広大な平坦地である飛行場跡地が

終戦後まず開墾適地として注目された状況を

如実に裏付けている｡

3.1955年度における埼玉県の戦後開拓地

以上より､旧軍用地開拓と民有地開拓の間

には､開拓用地供給の時期に関してそのピー

クに若干のずれがあること､また実質的な入

植･開墾進捗状況の上にも差があることが明

らかになった｡すなわち､旧軍用地の方が土

地の取得 ･売渡が早い時期に集中し､入植 ･

開墾も旧軍用地開拓で早く進んだ｡また開拓

地の規模と入植状況に関しては､年度が古い

ほど1戸当たりの開拓地面積は小さく､また

民有地開拓より旧軍用地開拓の方が一般に小

さいこと､さらに1団地当たりの開拓地面積

は旧軍用地開拓の方がかなり大きいという特

徴がある (表2)｡このことは､終戦直後の緊

急開拓に､面積規模の大きい旧軍用地が迅速

137-

お茶の水地理 第39号 1998年

に対応したことを示す｡しかし一方で､失業

者救済という政策目標を優先させた結果､や

や過剰入植の傾向も指摘できる17｡

これらの点は､終戦後10年たった1955年

の開拓地現況にも後を引いている｡1955年度

の 1戸当たり耕地面積は､旧軍用地開拓が

1.31町､民有地開拓が1.39町となり､後発

の民有地開拓の方が､県の計画による適正規

模 (1戸当たり平均 1.5町)の耕地配分によ

り近づいているのがわかる｡また､開拓地の

規模に関しても､なお大きな開きがある｡

1955年度における旧軍用地開拓の耕地現在

面積は1,097.1町､民有地開拓では656.8町

であり､単純に1組合当たりで除すると､旧

軍用地開拓が68.6町､民有地開拓が22.6町

となっている｡同様に､1組合当たりの入植

戸数は旧軍用地開拓が52.1戸､民有地開拓は

16.4戸である｡図6は1955年度における埼玉

県の開拓農協別耕地面積と入植規模を示して

いるが､100町を越す4ヶ所の旧軍用地開拓の

突出が目立つ｡この4ヶ所を除いても､旧軍

用地開拓の1組合当たり耕地面積は32.1町､

戸数24.3戸となり､なおも民有地開拓と差が

ある｡このことは､一筆あたりの面積が周辺

の既耕地に比べ大きく､錯圃性が弱いという

だけでなく､それが全体として集団をなして

いるという､開拓地に特有な土地所有形態の

一端が､旧軍用地開拓においてより顕著に現

われていることを示している｡この特質は､

高度成長期以降の開拓地の変容を考察する上

で､重要な鍵となりうる18｡

また､入植者組織に関しても､いくつかの

特徴を指摘することができる｡開拓事業発足

当初は､入植者 ･増反者は開拓団または開拓

帰農組合を結成したが､1947年に農業協同組

合法が制定されたのに伴い､これらの団体の

多くは開拓農業協同組合に改組された｡1955

年度において､埼玉県内の開拓地には開拓農

協が旧軍用地開拓に16､民有地開拓に24の

計40､開拓帰農組合 (組合員 15名以下)5､

合計45の開拓関連の組合が存在したが､その

うち組合員数規模の小さい開拓帰農組合は､
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『開拓地営農実績調査報告』1955年度版により作成

すべて民有地開拓であった｡また､団地規模

別にみると､旧軍用地開拓はすべて集団地

で､民有地開拓は集団地20､小団地9である｡

開拓農協の種類別に出資･非出資組合数をみ

ると､旧軍用地開拓は出資組合の比率が比較

的大きい (16組合中12組合)｡民有地開拓は

開拓当初は出資組合は非常に少なかったが､

この時期になると漸次出資組合に切り替える

ところが増えてきている (29組合中12組

合)｡

3.結論

埼玉県の戦後開拓の端緒においては､事業

が制度的に確立 ･安定する以前から､帰農人

口の収容､食糧増産といった緊急かつ大規模

ー38-

な要請にまず応 じ得たのは､旧軍用地開拓で

あった｡そのことが､戦後の10年間にわたっ

て､開拓状況に関して民有地開拓との間に時

期的 ･規模的に顕著な差をもたらした｡すな

わち､開拓着手年代が早いとともに､地区別

に見ると､旧軍用地開拓は､民有地開拓に比

べて､1地区当たりの面積も入植戸数も規模

が大きい傾向がある｡以上のように､旧軍用

地開拓と民有地開拓の間には､事業の展開過

程や規模に明確な差異があった｡これまで高

度成長期以前の開拓地は､自然条件の似通っ

た地域内では等質的なものとして扱われるこ

とが多かったが､この時期にすでに旧地籍と

いう人文条件に基づく顕著な差が存在した｡

これらの差異は､高度成長期以降の経済的



諸変化-の開拓地の対応の上に影響を及ぼし

た可能性が大きいので､その分析が今後の課

題である｡

本稿をまとめるにあたって､文書の閲覧･引用

許可をいただきました湯本聡一郎様､貴重なご

教示を賜りました元埼玉県庁の奥滞袈裟男様と

埼玉県開拓農業協同組合連合会の須田博様に厚

く御礼申し上げます｡

なお､本稿の一部は1997年日本地理学会春季

学術大会に於いて発表した｡

注

1工業団地-の転用の事例は田島 (1975)､

山本ほか (1986)､季 (1988)など､住宅

団地-の転用例としては武田 (1992)な

どにみることができる｡また､自衛隊施

設立地も代表的な転用例である (北川､

1952;戦後開拓史編纂委員会､1967;松

山､1997)0

2大都市周辺や､先進的な農業地域など､開

墾余地が少ない地域では､旧軍用地が開

拓地面積に占める割合は全国平均を上回

る場合が多い｡1964年度未の時点での開

拓財産売渡実績は､全国総計では民有地

53.6%､旧軍用地 16.4%､その他の国有

地30.0%となっているが､大都市圏に含

まれる県は神奈川県の68.0%を筆頭に､

旧軍用地の比率が4割を越すところが多

い｡

3政府は､開拓適地の偏在や､入植希望者の

地域的不均衡､さらに海外からの多数の

引揚げ等によって他府県-の入植希望が

増加 したことから､その受入 ･送出相互

の調整を行ったうえで､各都道府県を通

じて県外入植を実施させていた (戦後開

拓史編纂委員会､1967)0

4 『湯本家文書』は､埼玉県行田市の湯本聡

一郎氏が所蔵 し､現在埼玉県立文書館に

寄託保管されている近世･近代の文書群で

ある｡埼玉県の戦後改革､戦後開拓､農業

協同組合設立等の諸事業に関する文書を
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含み､埼玉県の『新編 埼玉県史』編纂時

の基礎資料の一つであり､その一部は『新

編 埼玉県史』に所収されている (文献

の項を参照)0

5 ｢その他の国有地｣は埼玉県では絶対量が

少なく､それのみからなる開拓地は存在

しないため､カテゴリーを設けない｡

6民有未墾地の買収は｢自作農創設特別措置

法｣によって､農地改革の一環として農

地買収と同様に行われた｡また､不要の

国有地は､一旦農林省に所管換 された

(｢自作農創設特別措置法｣及び ｢同法施行
令｣ による所管換｡例えば旧陸海軍財産

である旧軍用地は､終戦によって用途廃

止となり､大蔵省の管理下に入っていた

ため､大蔵省から農林省-所管換 され

た)｡このようにして取得された土地は開

拓財産として農林省が管理 し､自作農創

設のために開拓者-売渡しされた｡

7飛行場跡地のうち､所管換面積が100町に

満たない3地区は､次のような事情によ

る｡すなわち､桶川陸軍飛行場の用地の

大部分は荒川の河川敷を飛行場として利

用していたため､また所沢 ･豊岡の両陸

軍飛行場は跡地の中心部を米軍に接収さ

れたためである｡

8埼玉県において､民有地買収に対する異

議･訴願は1948年から1952年の間に､984

件に達した (埼玉県開拓協会､1955)

9その理由は､いずれの場合も買収費･補償

費ができるだけ低く抑えられる平坦でな

るべく広大な土地が望まれるためと推測

される｡このことは､大規模な旧軍用地

や戦後開拓地の旧地目は､もともと旧来

の開墾から取 り残された比較的地力の劣

る土地､すなわち入会地や平地林であっ

たところが多いことにあらわれてお り､

その結果買収用地が旧市町村境界をまた

ぐ確率が高くなっている｡また旧軍用地

の場合､埼玉県においては戦間期の開拓

事業 ･耕地整理事業との関連が指摘でき

る事例 (たとえば日高市の旭ヶ丘開拓の



前身の高萩陸軍飛行場)があるが､いず

れにしても古くからの肥沃な耕地を買収

した例とはいえない｡

10 ｢本県は旧軍用地跡の利用が多かったた

め､電気 ･飲料水等の導入は比較的容易

であったが､その他の地域ではかな り困

難を極めた｡｣(埼玉県､1991)

11埼玉県においても､戦後開拓事業は､｢県

内に多数あった旧陸軍の施設｣ が解放さ

れ､｢その施設に勤務 していた旧軍人､軍

属等のそこに落ち着いて開墾に従事する

もの､海外よりの引揚者､旧地主､地元農

家の二､三男等挙って入植開墾を始めた

ことに発足｣したとしている (埼玉県開

拓協会､1955)0

121948年の埼玉県庁火災で､戦後開拓初期

の行政資料はかなり失われたという (埼

玉県開拓協会､1955)0

13そのほかにも､当該組合の大部分が入植

したとされる年度が､『開拓営農実績調

査』の発行年度により食い違っているな

どの問題があり､いずれにしても ｢入植

現在戸数の年度別内訳｣の数値は終戦直

後の部分に関しては信頼性が低い｡

14発行時に現存する組合のみが記載されて

お り､例えば朝霞のように､開拓地その

ものが米軍の接収によって開拓直後に消

滅 したケースなどは計上されていないこ

とも､総計が食い違 う一因と思われるが､

それだけではたとえば1945年度の200戸

近いずれは説明できない｡

15埼玉県開拓協会 (1955)の年度別現在入

植戸数の項目には､民有地開拓の組合に

1945年度に総計21戸の記録がある｡

16たとえば､旧陸軍所沢飛行場跡地の一部

に入植 した入植者の属性は､所沢陸軍整

備学校離職者､天邦 18474部隊復員者､

フィリピン等から引揚げてきた沖縄出身

者､戦災者､西部鉄道(秩)関係者､地元

二 ･三男等からなっていた｡これら総勢

130名からなる5組合が ｢入植許可も待た

ず､終戦とほとんど同時に開墾を開始 し

た｣(のちに56戸に分散 ･整理された)0

(埼玉県開拓三十周年記念事業会 『開拓三

十年』編纂委員会､1976)｡

17 ｢埼玉県未墾地開拓事業実施要領｣(1948

年)による計画では､1戸当たり平均 1.5

町を目標としていた｡

18たとえば､埼玉県内の10の旧陸軍飛行場

跡地の開拓地において､100町以上の所管

換面積規模をもつのは7地区あり､県内の

開拓地の中でも上位に位置したが､その

うち6地区において､既に開拓地の全部も

しくは一部が他の土地利用 (うち工業団

地が5､県立公園が1)に転用された (松

山､1997)｡
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